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Abstract

lndustrialfisheriesinPapuaNeWGuineahavemadegreatcontributionsto

thenationalrevenue，torelatedindustries,andtotheincreaseoflalboropportunities・

Ａｔｔｈｅｓａｍｅｔｉｍｅ，thesefisherieshavebeenimprovedbyforeigndominatedcom-

panies，inmanVcasesjoint-ventures，Ｆｏｒｔｈｉｓｒｅａｓｏｎａｃomplexissuesbetween

PapuaNewGuineaandthecapitalistmanagementhasdeveloped，addingfisheries

totheNorth-SouthIssue，Thispaperaimstospecifythecharacteristicsofindustrial

fisheriesdevelopmentinPapuaNewGuineafromtheNorth-Southlssuepoint

ofｖｉｅｗ、

1．nmafisherV

AccordingtotheAustralia/JapanAgreement,PapuaNewGuineagaveexclusive

accesstoitswaterstoJapanesevesselsinreturnforJapanesecooperationinPapua

NewGuinea'stunaindustrydevelopment・Thusfourtunafishingcompanieswere

establishedinl971-197Z・Thefishingagreementemphasizedthenecessityfora

progressivelocalizationofalltheactivitiesrelatedtothefishery，aimingtolbuild

anindustrymannedalmostentirelybyPapuaNewGuineanswithinadecade・A

lbriefoutlineofthehistofyofthisfisheryisasfollows・Firstthehighconcentration

ofbaiｔｆｉｓｈｉｎｔｈｅＢｉｓｍａｒｃｋＳｅａｗａｓｐｕｔｔｏuse・Ｔｈｅｕｓｅｏｆｐｏｌｅａｎｄｌｉｎｅｔｅｃｈ－

ｎｉｑｕeswithlivebait，catcherboatsandmothershipjexpeｒｔｉｓｅｃｏｍｉｎｇｆｒｏｍＯｋｉｎａｗａ・

Ｔｈｅｎtherewasashiftinrecentyearsfromtunatoskipjackfishingandalbonｄ

ｗａｓｆｏｒｍｅｄｌｂｅｔｗｅｅｎｆｉｓｈｉｎｇａｎｄｔｍdecompaniestofindopportunitiestoexport

tunatothedevelopedcountries・

Theskipjacktunafisheryhadtodealwiththeworldwideeconomicrecession

andtheapPearancehighlVcompetitivepurseseinersintheSouthPacific・Ｉｎａｄｄｉｔｉｏｎ，

thePapuaNewGuineaGovernment，ｅｘｐｅｃｔｉｎｇａｎｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｏｆｔｈｅｅｃｏｎｏｍｉｃ
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situation,requiredtheimplementationofthelocalizationprocess・Asaconsequence，

allthecompaniesstoppedtheiropeｒａｔｉｏｎｂｅｔｗｅｅｎｌ９７６ａｎｄｌ９８２ａｎｄｔｗｏtuna

processingcompaniesestabliｓｈｅｄｉｎｌ９７２ａｎｄｌ９７８ｈａｄｎｏｗｏｒｋ・Thisbreakdown

causedwidespreadunemployment，Iossofroyalties，ａｎｄｄramaticlyaffectedrelated

industries・NowthePapuaNewGuineaandOkinawaPrefecturalGovernmentare

confirmingnegotiationstorevivethetunafisherystartedinl983・

Z・Prawnfishery

Beginninginl967，prawnsurveylicencesforthenothernGulfofPapuawere

grantedtojoint-venturecompanies,mostlyJapanese・However,suchexperimental

trialsfailedduetorestrictedaccesstofishinggroundsandseasonalnatureofthe

Operation・Withtherelaxationoftherestrictionsinl975，commerciallicenceswere

issuedandprawnfishingbecameeconomicaLThefisheryhadlbeenmainlyledlby

threeJapanesedominatedcompanies，Inl978twojoint-venturesbetweenthis

companiesandlocalgovernmentswereestablished・Oneofthoseexpandedand

completingdominatedthefishingoperationandtheothertwocompanieswithdrew

untill98Zbecauseoftaxation・Evenduringtherecession，ｔｈｅｅｃｏnomicconditions

ofprawnmarketingremainedfavouralble・Nevertheless，thelimitednatureofthe

resourceshasrestricteditsdevelopmentandlimiteditssocio-economicroleinthe

nationincomparisonwiththetunafishery，

Thefactthat,tillnow,localizationonlyprovidedemploymentwhilethemajority

oftheinvestedcapitalandfisheriesexpertisecamefromforeigncountries，points

outthenecessitytoovercomethepoorfishingtechniquesandmanagement，lack

ofinvestment，aswellastodevelopfishmarketingstrategies．

１．はじめに

南太平洋諸国における資本制漁業としては，真珠養殖業，エビトロール漁業，カツオ・マ

グロ漁業があげられるが，これら漁業は，島喚域で資源に乏しく，独立後間もない南太平洋

諸国にとっては，外貨獲得，政府歳入および､就業機会の増大，関連産業への経済的波及効果，

国民生活の向上といった諸側面で極めて大きな役割を期待され，また現に果している。他方，

これらの資本制漁業は，住民の自給的あるいは小商品生産的漁業とは隔絶した高い生産力を

持ち，その資本と技術は先進国に依存している上，漁獲物のほとんどが先進国に輸出されて

いる。つまり，南太平洋諸国は自国の経済発展，地域開発の重要な柱として資本制漁業をと

らえているのに対し，資本はこれら諸国が持つ豊かな水産資源と低賃金に魅か処て進出した
のであって，両者の利害は交錯しており，共通しているわけではない。

こうした漁業における南北問題の様相は，各地域の政治・経済条件によって異なり，国際

的な政治・社会情勢，水産物市況，水産資源状況，現地化政策等によって変化していく。水

産物市場の動向，水産資源状況は，資本の進出や漁業活動の前提であり，現地化政策は資本

や技術のない発展途上国が，経済発展・地域開発のために先進国への援助要請と併行してし

ばしばとられる方策であって，ともに資本制漁業を根本から規定している。

小論は，こうした視角からパプア・ニューギニア（ＰＮＧ）における資本制漁業の展開過程

を分析し，その性格と役割を考察するものである。ＰＮＧで展開した資本制漁業には，真珠
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養殖業，カツオ漁業，エビトロール漁業の３種類があって，いづれも日本の資本と技術が主

導してきたし，生産物は日本と米国に輸出されてきた。

このことは，日本が高度経済成長以来急速に押し進めてきた漁業の海外進出の特質解明に

つながる。

２．真珠養殖業

真珠養殖業は，オーストラリアに進出した合弁企業の一部が短期間ＰＮＧに事業所を設置

したにすぎず，したがってその経済的な役割は小さかったといえる。

日本からオーストラリアへの真珠養殖業の進出は，1956年に日宝真珠(株)がPearlsPty.，

Ltd.と提携してWestemAtlstralia州のKuri湾で着業したのが最初で，以後1960年代初期

に急増し，1966年にはTorres海峡を中心に５社９事業所に及んだ。しかし，1970年代には

真珠不況によって閉鎖・休業が相次ぎ，３社５事業所に縮小されている。オーストラリアの

真珠養殖合弁事業においても，オーストラリア連邦政府や各州政府は従業員の一定割合を現

地人とすることを義務づけている。

このうちＰＮＧに進出したのは日宝真珠でPortMoresby近郊のFairfax湾に事業所を設

けたが，港湾内の汚染の進行によって吸虫類が繁殖し施術貝の死滅が多くなったこと，世界

的な真珠不況，ＰＮＧ独立を前にした社会混乱のため1975年に徹退して大きな足跡を残して

いない。

３．カツオ漁業

１）カツオ漁業開発と合弁企業の展開

世界的なカツオ・マグロ需要は1970年を境に転換しつつあり，マグロは資源の減少と水銀

中毒事件の発生，水銀規制で行き詰り，かわってカツオの需要が急増してきた。このためカ

ツオ漁業は，未開発漁場で資源の豊富な南太平洋が注目されるようになった。南太平洋諸国

では，1970年代にソロモン諸島やフイジーでカツオ漁業が勃興するが，その先鞭をつけたの

はＰＮＧである。

ＰＮＧでのカツオ漁業の創始は1968年の日豪漁業協定の締結を契機としている。1967年１

月にオーストラリアが12カイリ漁業水域を設定したため，日本のマグロ延縄漁船はオースト

ラリアおよび同国国連委任統治地域であったＰＮＧ近海での操業が困難となった。同水域内

での操業確保のため日豪漁業交渉がもたれ，1968年11月に日豪漁業協定が締結される。日豪

漁業協定・交換公文および合意議事録でＰＮＧについてふれられているのは，以下の３点で

ある。（１）３年間にわたり日本のマグロ漁船の入漁を認める。入漁期間は，日本がＰＮＧの

水産開発に協力すれば７年間に延長される。（２）カツオ漁船の補給入港は，Madang，Rabaul，

Kaviengの３港で1975年末まで認める。（３）日本は，ＰＮＧの水産開発・振興に協力する。

３点目は，具体的にはＰＮＧの経済開発，現地人の雇用と技術訓練に役立つものとしてカツオ合

弁企業の設立が要請された。なお，同協定に基づいてＰＮＧに関する日豪漁業協議が行われ，

1970年11～12月の第１回協議ではマグロ漁船の入漁期間の延長，マグロ漁船の寄港許可とと

もにMadang地区に水産加工場建設のために日本側が投資前基礎調査を行うことが決められ
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た。1972年２月の第２回協議では，カツオ資源調査および保存への協力とMadang地区のカ

ツオ加工場建設に対調する日本側の参加がとりきめられた。1973年３～４月の第３回協議では，

ＰＮＧへのマグロ延縄漁業の導入，ＰＮＧへのカツオ水揚げを条件とした日本のカツオ船への

餌料供給等について協議された。

日豪漁業交渉および漁業協議で，日本側はマグロ漁船の入漁とカツオ・マグロ漁船の寄港が

認められたかわりに入漁料の支払いとＰＮＧにおけるカツオ・マグロ漁業の創業および加工

場建設が取りきめられたのである。日豪漁業協定に基づき，1968年から日本の水産庁はBis-

marck海でのカツオ漁業調査にのりだし，カツオ資源開発の可能性を立証した。1970年に

なると日本の漁業会社が現地法人設立を前提としたカツオ－本釣りの試‘験操業に入った。こ

の成績が良かったことから1971年から1972年にかけて日本資本が現地法人３社を設立し，続

いて1972年には米国のStar-KistFoodslnc・も進出してカツオ漁業会社は４社となった。

現地法人の設立に際し，ＰＮＧ側と進出企業との間で試験操業期間のきれる1972年に個別

に協定が結ばれ，水産加工場については，1972年５月に４社との間で設立協定が調印されて

いる。漁業現地法人についての協定をみると，協定期間は1981年までの１０年間で前半５年間

についてはかなり具体的に取りきめられている。その内容は，各社ともほぼ同一で，ＰＮＧ

側の資本参加，各社への漁獲割当て，漁船建造・水産加工における国内生産の推進，従業者

の訓練と現地人化，現地漁民による餌料漁業の育成，漁業情報の提供についてふれられてい

る。ＰＮＧ側の資本参加は，1974年７月まではＰＮＧ側に20％以上の取得権が，それ以降な

らば20％の売買譲渡権が認められ，出資比率に応じた増資と理事の選出が規定されている。

漁獲量は全体で67,000トンとし，各社に15,000トンを割りあて，そのために必要な漁船には

ライセンスが発行される。ただし，試験操業を最初に行ったGollinKyokuyo(ＮＧ.)Pty.，

Ltd・には17,000トンの漁獲枠が与えられる。現地での漁船建造は，ＰＮＧ側の資本参加が予

定される1974年に始まり，協定５年後の1977年には半数を達成するものとする。６年目以降

については，その時点で検討し，１０年後の再契約時に見直しを行う。水産加工の現地人化に

ついては漁船建造と同様であるが，詳細は後述する。現地人の技術訓練，従業員の現地人化

の推進も，現地法人の義務とされている。カツオ漁業の成否を左右する餌料については，

ＰＮＧ側が慣行漁業権をもつ地元漁民と接衝して餌料漁場を確保し，入漁料を決定した上で

各社に割りあてる。この際，各企業は現地人による餌料漁業の発展に協力することになって

いる。以上のように現地法人設立にあたって，５年ないし10年を目途にカツオ漁業の現地化

を推進していくことが盛り込まれたのである。

次に各社毎に試験操業から設立初期の状況をみておこう。民間企業で最初に進出したのは

(株）極洋で，1970年２月からKaviengを基地として試‘験操業を行い，1971年８月にGollin

lnvestmentPty.，Ltd.と提携してGollinKyokuyoを設立している。授権資本金100万オー

ストラリアドル（Ａ$）のうち払込資本額は70万Ａ$で，極洋が55％，Gollinlnvestmentが

45％を出資した。同社は，日本の商社である三菱商事（株）と提携している。本社をPort

Moresbyに，漁業基地をKaviengに置き，試験操業では母船１隻であったがぅ合弁企業設

立後は２隻に増強している。ＰＮＧにおけるカツオ漁業開発のパイオニアであったことから

漁獲割りあても他社より2,000トン多い17,000トンが割りあてられている。また，Kavieng
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の前面にあるＮａｇｏ島に日産原魚１２トンの処理能力をもつ荒節工場を建設している。同社は：

1973年にPapua湾でエビトロール漁業試験を始め，1975年に商業的漁獲許可を得ている。極

洋のカツオ漁業進出は，同社の営む基幹部門であった南氷洋捕鯨が資源の減少，国際規制の

強化によって縮少を余儀なくされたので，有望漁種とされたカツオ漁業に参入してきたもの

である。

報国水産（株）は，1970年12月から１船団でManus沖で試験操業を行い，翌1971年には２

船団とし，漁場もMadang沖へ移動したが，漁獲不振で１船団にもどっている。1971年12月

には，授権資本100万Ａ$，払込資本金36,000Ａ＄でNewGuineaMarineProductsPty.，

Ltd・を設立している。出資者は報国水産44.5％，日本水産（株）33.3％，伊藤忠商事（株）

22.2％で全額日本資本である。報国水産がＰＮＧのカツオ事業に進出してきた背景は，主幹

漁業であったマグロ延縄漁業が釣獲率の低下，漁携コストの上昇によって経済性を失ったた

めである。本社をPortMoresbyに，漁業基地をMadangにおくが，同社も1973年から

Papua湾でのエビトロール漁業に着手している。

海外漁業（株）は，1970年末から試験操業に入り，1972年６月にはWRCarpenter(PNG）

Ltd.と合弁会社。CarpenterKaigai（PNG）Pty.，ＬｔｄをRabaulに設立した。授権資本金

80万Ａ＄で､，海外漁業が75％，Ｗ･RCarpenterが25％を出資している。同社も２船団で操

業している。日本の商社は三菱商事である。

Star-KistFoodslnc・は，試験操業期間のきれる直前の1972年６月に単独で現地法人Star-

Kist(PNG）Pty.，Ltd､を設立した。Star-KistFoodsは世界最大の水産加工会社で，本拠

地Califomia以外にもハワイ，プエルト・リコ，アメリカン・サモア等に事業所をもつが，

マグロ缶詰事業の不振をカバーするためにＰＮＧのカツオ漁業に進出したものである。同社

も沖縄県漁船をチャーターして母船式カツオ漁業を行った。

各社の設立状況から，1970年を境としてマグロ漁業の不振，マグロ缶詰需要の減退にとっ

てかわってカツオ漁業の発展とカツオ需要の拡大が進行したこと，したがって進出企業は既

存漁業とくにマグロ漁業の不採算化をカバーするためにカツオ漁業に転換したこと，日本や

米国本土からの直接出漁が経済的にも技術的にも困難であったためカツオ－本釣り漁法によ

る現地進出が図られたこと，この場合現地社会の後進性と餌料自給の必要性から沖縄県漁船

をチャーターし母船を配置した操業が不可欠であったこと，現地事情がよく理解され水産物

輸出業務に長じている商業資本との合弁あるいは提携がなされていること，操業はカツオ餌

料およびカツオ資源の豊富なBismarck海に集中していることが特徴として指摘される。

この他，漁業では第３回日豪漁業協議で話し合われたマグロ延縄漁業の導入，ＰＮＧへの

カツオ水揚げを条件とした日本漁船への餌料販売は，ＰＮＧ国内での缶詰原料の安定供給等

を目的とした措置であったが，缶詰事業計画が挫折したこともあって実際には行われなかっ

た。

一方，水産加工業の育成は，カツオ合弁企業の設立と併行して1970年の第１回政府間協議

で､とりあげられ，日本側がMadang地区の投資前基礎調査を行うことになっていた。調査は

1971年に実施され，1972年８月にはPapuaNewGuineaCalmingCo､が設立された。同社

は，立地や操業規模・方法を精査し企業性が立証されれば，缶詰生産を行うことになってい
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授権資本金は１００万Ａ＄で，上記カツオ漁業会社４社とＰＮＧ政府機関で､あるInvestment

CorporationofPapuaNewGuineaが等額出資することになった。事業内容は，Madang

地区に４ラインの缶詰工場，５００トンの冷蔵庫，フィッシュ・ミールエ場を建設し，年間

13,000トンの缶詰生産を行うというもので､，1974年に着手し，1977年に４社が漁獲するカ

ツオ・マグロの50％を加工する計画であった。そして，国内加工を推進するために，1974年

から冷凍カツオ・マグロの輸出にはＦＯＢ価格の５％が輸出税として課されることになった。

1974年７月にはPapuaNewGuineaCanningの資材調達，技術指導等を目的として日系３

社が資本金2,400万円を等額出資してＰＮＧ水産開発(株）を東京に設立している。

こうしてＰＮＧに導入されたカツオ漁業は，1973年と1978年の２度にわたるオイル・ショッ

ク，1975年９月のＰＮＧの独立，1978年３月の２００カイリ漁業水域の設定と同年の米国のマ

グロ水銀規制の緩和によって早くも転換期を迎える。日豪漁業協定は，ＰＮＧの独立に際し

ても暫定的に継承され，入漁もカツオ漁業現地法人が設立されたことから，1975年１１月まで

延長されていた。しかし，1975年１１月に開かれた第１回日本・ＰＮＧ漁業協議において，日

本漁船の入漁・寄港が１年延長されるかわりに，日本はKaviengにNationalFisheries

College（漁業訓練大学）の建設と訓練船を贈与することがとりきめられた。1976年12月には

日豪漁業協定が失効して，ＰＮＧとの暫定協定に移行している。そして，1978年３月にＰＮＧ

は200カイリ漁業水域を設定する。漁業水域の設定は，前年８月のSouthPacificCommission

(SPC）の決議を受けたものであるが，その際自国の開発能力を越える分は外国漁船に漁獲

させること，再び国内で缶詰生産を行う計画であることが発表された。1978年５月になって，

暫定取り決めが結ばれたが，入漁期間は1979年１月までの９ヶ月間であり，３０８隻に入漁許

可が与えられた。入漁許可船は米国のまき網船１隻を除くと全てが日本漁船で，まき網船１１

隻，マグロ延縄漁船274隻．カツオ－本釣り漁船23隻からなっていた。

このうちカツオ漁業の動向に大きな影響を及ぼしたものに南太平洋へのまき網漁業の進出

がある。米国のまき網漁船は1978年に南太平洋に初出漁し，1980年代に入って隻数は急増し，

1982年にはＰＮＧ水域に22隻が出漁するようになった。これらのまき網船は，積載能力が

1,200～1,500トンと大型であり，いずれもパッカーで､あるStar-KistFoodsおよび､Ｖａｎ

ＣａｍｐＣｏ・の系列下に入っている点が特徴である。一方，日本は1976年に中西部太平洋海域

でカツオを対象としたまき網漁業の周年操業化を達成して13隻の出漁をみたのを始めとし，

1980年にはPayaoの集魚試験と北部まき網および遠洋カツオ－本釣り漁業からの転換によ

って隻数は増加し，1982年には32隻がＰＮＧ水域で操業するようになった。極洋も1972年か

らまき網漁業を開始し，1982年には４隻を操業している。なお，隻数は少ないが韓国，台湾の

まき網漁船が1981年頃から南太平洋に進出してきている。これらのまき網漁船は４９９トン型

で米国のまき網船より小型である。このように，1970年代後半から日米両国のまき網漁船が

南太平洋に進出し始め，1980年代に入ると隻数が急増したうえ，韓国。台湾船も加って各国

間およびカツオ－本釣り漁法との激烈な漁獲競争を展開していく。まき網漁業は，一本釣り

漁業に比べて資本規模が大きいものの労働生産性ははるかに高く，餌料や海外漁業基地を必

ずしも必要としない点で，カツオ－本釣り漁業そのものの存立基盤を堀りくずすような性格
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をもっている。まき網漁業の進出は，さらに米国のマグロ水銀規制の緩和と経済不況による

カツオの魚価低落，需要の減少，燃油価格等の高騰によるカツオ漁業経営の悪化といった条

件下で生産力競争を激化していった。

漁業協定は，1979年２月に暫定取り決め改訂交渉が決裂した結果，日本漁船の徹退となっ

たが，同年７月に政府間ベースではなくＰＮＧ政府と日本の漁業者団体との協定が締結され，

入漁が再開されている。1982年にＰＮＧ水域に入漁した外国漁船は，まき網漁業では日本，

米国を中心に69隻，マグロ延縄やカツオ－本釣り漁業では日本漁船144隻，１５隻に達してい

る。外国漁船はこれらの入漁で約４万トンのカツオ・マグロを漁獲し，うち日本は約３万ト

ンを漁獲したといわれている。入漁料は，1980年が３１０万Ｕ,Ｓ､＄，８１年が340万Ｕ,Ｓ､＄に

のぼる。

この間のＰＮＧのカツオ漁業の動向をみると，GollinKyokuyoは，1974年から75年にかけ

てオイル・ショックによる打撃とＰＮＧ独立直前の餌料漁場の制約により，漁獲高を著しく

減少させた。そして1978年には最大の漁獲をあげたが，そのことと米国の水銀規制の緩和が

重なって対米輸出価格が低落したこと，一方，支出面では円高によって沖縄県漁船からの買

入れ価格が高騰したために多額の負債をかかえ込んで1979年にはカツオ漁業を中止した。売

魚出漁契約を結んでいた沖縄県漁船と荒節工場は，Star-Kistに引き継がれた。極洋は，カ

ツオ－本釣り漁業は中止したが，他方で日本を基地としたまき網漁業を増強していることか

ら，カツオ漁業そのものから撤退したので､はな〈カツオ漁業の生産力再編を行ったのである。

エビトロール漁業の方も，1980年１月に極洋の全額出資からなる'IropicalFisheriesPty.,Ltd・

に再編して継続してきたが，重加算税課税により1982年７月に撤退した。重加算税問題は，

エビトロール漁業だけでなくカツオ漁業にも関係するが，ＰＮＧ政府が世界的な経済不況によ

る政府歳入の悪化に直面して，１０年契約更新時にあたって企業が創業以来法人税を納めてい

ないのは，利益を親会社へ不当に移転させてみせかけの赤字を作りだしたためだとして創業

時にさかのぼって法人税の納付を命じたものである。現地法人企業は，こぞって不当な利益

操作を否定しているが，TropicalFisheriesは系争には費用が重むことからエビ・カツオ漁

業で570万キナにのぼる重加算税を前に資産を売却して撤退したのである。

NewGuineaMarineProductsは，1975年７月に経済不況と地方政府による餌料採取禁

止区域の設定によっていち早く撤退を余儀なくされた。報国水産のカツオ漁業の一部は，

1976年からフイジーのカツオ漁業公社・IkaCorporationにチャーターされて操業してい

る。エビトロール漁業は，重加算税問題に対･しては再審理を請求しつつ，′IropicalFisheries

の漁船，冷蔵庫を購入して継続している。

CarpenterKaigaiは，1977年頃ＰＮＧ政府に20％の株式を譲渡し，社名もNewBritain

FishinglndustriesPty.，Ltd.と改称している。同社はRabaulに３００トン級冷蔵庫と製氷施

設を建設したが，冷蔵庫はSimpson湾の汚染問題のためほとんど利用されなかった。また，

同社は1980年から海外漁業から４５７トン型のまき網船をチャーターして操業を始めている。

基地カツオ漁業でまき網漁業に対応したのはＰＮＧばかりでなく，フィジー，ソロモン諸島

でも同様である。そして1982年には，やはり不況と重加算税問題でカツオ漁業から撤退して

いる。漁船および施設はＰＮＧ政府に差し押えられている。これによって海外漁業自体も多
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額の負債をかかえて破産した。

Star-Kistは，1979年にGollinKyokuyoから荒節工場および沖縄県漁船を受け継ぎ，缶

詰工場建設を計画するなどして事業拡大を図っていたが，1982年にNewBritainFishing

lndustries同様撤退に追い込まれた。

一方，水産加工事業はPapuaNewGuineaCanningによる投資前調査が２ヶ年にわたっ

て行われたが，不況の深化とカツオ漁業の不振および工場規模，建設条件が会社側とＰＮＧ

政府側と意見が対･立して実現をみないまま1976年に中止となった。このことは，ＰＮＧへの

マグロ延縄漁業の導入および日本船からのカツオのＰＮＧへの水揚げ計画が挫折したことと

関連している。これにかわる缶詰生産事業は，1978年にStar-KistFoodsとＰＮＧ政府，

Manus州政府との協議で計画された。以前の計画に比べて，ＰＮＧ政府のカツオ漁業開発に

おける主導性の強化，州政府の等額出資による参加が特色となっている。また，企業で加っ

ているのはStar-KistFoodsだけで，同社はGollinKyokuyoの沖縄県漁船を引き受けたり，

南太平洋へのまき網漁業の進出を強力に推進していることから，世界的なカツオ・マグロ戦

略の一環としてＰＮＧでの缶詰生産を位置づけたものである。事業計画は，Newlrelandの

Kaviengに水揚場，2,500トン冷蔵庫，日産５０トン冷凍庫，製氷・貯氷施設，缶詰工場，フ

ィッシュ・ミール製造施設を建設しようというもので，年間7,500トンの原魚処理を予定し

ていた。1978年から1979年にかけて現地調査が行われたが，第２次オイル・ショックによる

不況とカツオ需要の減少で､またも缶詰製造計画は実現しなかった。

こうして，1982年には主要なカツオの輸出先であった米国の不況の深化，カツオ需要の縮

小とＰＮＧの重加算税問題によってカツオ漁業は第２期契約を直前にして全面的な撤退を強

いられた。このことは，ＰＮＧ側にとってはカツオ漁業の果してきた役割が極めて大きかった

だけに手痛い打撃であったし，企業は別にしても現地法人にチャーターされて操業していた

沖縄県漁船・沖縄県漁業者にとっては就業機会を喪失し，失業問題をかかえることになった。

このことから沖縄県が仲介となりカツオ漁業の再開交渉が行われ，1984年５月にOkinawa

FisheriesProjectAgreementが締結された。この内容は後述する。

２）カツオ漁業生産の推移

創業以来のカツオ漁業の漁獲高，操業日数，餌料魚採捕高の推移を示したのが表１である。

カツオ漁獲高は，操業日数および餌料魚採捕高のそれと併行し，漁獲努力量あたりの漁獲高

には大きな変化がないこと，餌料採捕いかんがカツオ漁獲高を規定していることがわかる。

また，漁獲高の推移には，1970年からの試験操業期，1972年に現地法人４社が出揃って以降

の発展，1975年のオイル・ショックによる打撃，餌料漁場の制約による減少，1979年の不況，

水銀規制緩和および円高による経営不振を原因とする減少，1982年のカツオ漁業の全面中止

とがよく反映されている。カツオ漁業は親会社によってチャーターされた沖縄県漁船が一貫

して中心をなしている。魚種はカツオとキハダからなるが，カツオが圧倒的に多い。

餌料は，当初カツオ漁船が追込網で採取していたが，1975年頃から棒受網にかわっている。

餌料採捕技術の転換は，この時期他の南太平洋地域においてもみられ，追込網が沖縄県漁民

だけがよくなしえたのに対し，現地人従業者が増加したことから棒受網にかわったのである。

ＰＮＧではさらにｆ地方政府の餌料,漁場制限がこの漁法転換を促進した。主要な餌料漁場は，
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年次

1９７０

1９７１

1972

1９

1974

1975

1976

１９

1978

1979

1980
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漁狸高

トン

２，４３０

1７，００２

1３．１２４

2８．３３１

4１，７８０

1７，３８８

3３，０１５

2４．４１１

４８，７２０

2６．９４４

1,099

2４．０２９

表１．カツオ漁業漁独高と沖縄県漁船の役割

操業日数

５１１

4,060

4.915

7,719

9,408

6,435

７，９０上

9,736

9，９８２

8,165

9,472

7,282

餌料採捕高
1,000バケツ

3０

224

３３０

456

５１８

379

392

５１

7７５

570

681

589

漁船数

寝

]３

ワ

ワ

７

？

ワ

３８

4７

4７

４ユ

4３

4０

沖縄県漁船
数隻

１３

２］

３２

２５

3０

2４

2５

３１

3０

2７

３０

2９

沖縄県漁船

漁獲高トン

２．５４８

1５．１８３

１１，４３７

１６，０Cl

3２，０４７

1０，７７５

2５，２９７

1８，６２０

６，２１５

1７，８８７

2４，６５１

1８，４６１

資料：沖縄県は沖縄県農林水産部，その他は1978年までは田口喜三郎『パプ

ア・ニューギニアの一般事情および水産関係事情』ｐ､66,1979年以降

はDoulman，ＤＪ・ａｎｄWright，Ａ、RecentDevelopmentinPapua

NewGuinea，sTunaFishery．ｐ､３３．

Newlreland州のYSabel水路とEastNewBritain州のLambert岬付近である。両漁場で

も１～２月の北西モンスーン時には餌料採捕は困難となるのでカツオ漁業は漁閉期に入り，

また同漁場周辺に漁船が集中することから1976年から漁場区域毎に隻数制限がしばしば実施

されるようになった。この他にも餌料.漁場があったが，餌料が少なかったり，1974～1975年

の地方政府による規制のため中止されている。このように餌料摩漁業は，1974～1978年にかけ

て一部の漁場閉鎖，漁法の転換，漁場利用規制，餌料漁場開発が行われカツオ漁業の動向を

左右している。なお，カツオ漁業創業時の協定文にあった現地漁民による餌料漁業の育成は

果されず，餌料蓄養技術の開発もなされなかった。

カツオ漁場は，餌料漁場でもあり母船が係留されている地点から30～40カイリ沖近海で，

ほぼ周年日帰り操業を行っていたが，カツオ漁船の大型化によってBismarck海の中ではあ

るが50～60カイリ沖に拡大したり，さらに大型船になると北西モンスーン時期にはSolomon

海およびCoral海に遠征するようになった。操業は周年にわたっているが，５～10月が盛漁

期であって１～２月の北西モンスーン時期は最も低い。北西モンスーン時期には，1975年か

ら韓国人が乗り組む中・大型船約１０隻がSolomon海，Coral海に出漁する。３月になるとそ

の半数は同海域にとどまるが，餌料漁場であるＮｅｗHanoverやLambert岬近海では沖縄

県漁船も加って本格的な操業が始まる。４～11月までは全船が両漁場近海で操業を行うが，

12月に入ると海況の悪化と沖縄県漁民の帰国のため稼動隻数は減少する。

漁船数は，試験操業期を除けば40数隻で，うち約％が沖縄県漁船のチャーターで残り％が社

有船である。当初，漁船は３９トン型の木造中古船であったが，1975年頃から５９トン型へと大

型化し，さらに１４５トン，１９２トンの大型鋼船が出現し，漁場の沖合化，モンスーン時の
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Solomon海，Coral海への出漁が行われるようになった。漁船設備も活餌鎗に強制循環装置

が設置されて活餌期間の延長，航海日数の延長が図られた。1974～1975年の餌料漁場規制を

契機に操業方法の転換が図られたのである。

母船は餌料漁場に停泊し，漁船から漁獲物を積入れ冷凍するかたわら，漁船に燃油，漁業

用資材，食料－，日用品を供給するもので，母船１隻に付属する漁船数は，母船の規模によっ

て異るが５～10隻である。母船規模は1,000～4,000トンと大小様々 である。冷凍されたカツ

オ・マグロは，その約９割が米国へ，約１割が日本へ輸出されていたが，1981年は米国が不

況のために米国向け輸出は約８割に低下し，その分主に日本向け輸出が増加した。

ＰＮＧのカツオ漁業は，試験操業期から一貫して沖縄県漁船のチャーターによるところ大

であった。このことは，ＰＮＧ国内の漁船建造計画が全く進展しなかったことを物語ってい

る。沖縄県漁船がチャーターされた主な理由は，基地カツオ漁業が餌料拳の自己採捕による日

帰り操業を前提としていたため追込網による餌料採捕に長じた沖縄県漁民が選ばれたのであ

る。この他，戦前からの沖縄県漁民の海外出漁の伝統，沖縄県内でのカシオ漁業の不振，沖縄

県民の低賃金が理由としてあげられる。餌料採捕が追込網から棒受網に転換して以降も現地

法人企業による仕込み金融で沖縄県人の低賃金，熟練性が活用された。こうしたことはＰＮＧ

に限らず，インドネシア，ソロモン諸島，パラオ等の基地カツオ漁業でもみられる。ＰＮＧ

のカツオ漁業では，沖縄県漁船は全隻数の64～72％を占め，漁獲高では70％以上を占めている。

漁獲高に占める割合が70％を下まわるのは，オイル・ショックの時と，ＰＮＧ独立期であっ

て，社有船に比べて沖縄県漁船をとりまく経済的。政治的条件が悪化したためである。沖縄県

漁船といってもそのほとんどは宮古漁船であり，乗組員もほとんどが宮古漁民である。船型

も1975年頃から３９トン型から５９トン型に移行し，船材も木船から鋼船に変って行くが，全て

８~１０年経過した中古船で､あるのが特徴である｡漁船の一隻あたりの漁獲高は，漁船により

年次によって異なるが，500～1,000トンの範囲にあり，損益分岐点もこの範囲にある。５９ト

ン型カツオ漁船で年間５００トン以上を漁獲する日本内地漁船は皆無といってよく，ＰＮＧで

は魚価の安さと燃油価格の高さを，周年的操業，高生産性，低労賃，減価償却費の低さでカ

バーしているといえる。これでさえ，沖縄県漁船の高額な負債は減少しておらず，現地法人

の仕込み金融に依存せざるを得ない状態にあった。

1981年のNewBritainFishinglndustriesとStar-Kistの漁船を例に経営比較してみると，

NewBritainFisherieslndustriesの漁船３隻は沖縄県漁船で船令も古いが，操業日数は長

くかつ漁獲成績もよくて１隻平均１，０００トンを上まわる漁獲をあげている。Star-Kistには

社有船（韓国人が乗組み，船令も新しく，大型船も含まれている）とチャーターした沖縄県

漁船とがあるが，いづれも餌料の欠乏，機関故障，魚価低迷による操業短縮で操業日数が短

かく，漁獲高はNewBritainFishinglndustriesに劣る。一方，漁携経費はStar-Kistの漁

船は新鋭船・大型船が多く，高馬力エンジンを備えていることと餌料供給が不円滑であった

ため漁場移動が激しく燃油消費量が著しく多いことのためNewBritainFishinglndustries

のそれを大きく上まわっている。この結果．粗収益は，NewBritainFishinglndustriesの

漁船は黒字であるのに，Star-KistFoodsの社有船７隻中６隻が，沖縄県漁船r7隻中15隻ま

でが赤字となっている。これからさらに，‐母船・陸上経費，餌料漁場代．輸出税を控除する
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と両社共赤字になっている。魚価の低迷と燃油価格の高水準およびＰＮＧ政府の重加算税が

1982年のカツオ漁業の中止を決定づけたといえよう。

1982年にＰＮＧのカツオ漁業が全面中止となったことで，同国経済は大きな打撃を蒙った。

まず，カツオ漁業の中止によって重要な輸出産業を失った。1979～1981年のカツオ・マグロ

輸出高は平均2,020万キナで､あって，同国粗生産額の２％，貿易額の３％を失ったことにな

る。第２に，ＰＮＧ政府および､州政府は毎年200～300万キナの租税収入を失うことになった。

このうち輸出税はＦＯＢ価格の５％なので約１００万キナである。第３に，餌料,漁場の住民は

餌料漁場代44万キナ（FOB価格の2.5％，1978～1981年平均）を失うことになった。第４に，

大量の現地人カツオ漁業従事者が解雇された。カツオ漁業従事者は1979年～1981年平均で

1,987人であり，うち現地人は63％にあたる1,257人であった。従業者の現地人化は，技能・

技術を要しない単純労働分野で著しく進展していたわけであるが，現地人の大部分はRabaul

およびＮｅｗIreland州から雇用されており，両地域では最大の雇用先を失ったことになる。

第５に，カツオ漁業の中止は，カツオ漁業内部だけにとどまらず，燃油会社，造船所，鉄工

所，食料・日用雑貨商，銀行，航空会社など多方面の関連産業に大きな打撃を与えた。カツ

オ漁業基地のあったRabaulでは毎年850～1,070万キナが消費されていたので，カツオ漁業

中止の影響は極めて大きなものがあった。

一方，沖縄県漁船は毎年30隻前後をＰＮＧに出漁させており，1982年のカツオ漁業中止は，

県内にカツオ漁業の受入れ余地もなく，有望な転換業種もないカツオ漁業者にとっても，出

漁者の大部分を占める宮古漁民にとっても重大問題であった。カツオ漁業者は，さらに，多額

の負債をかかえこんでいた。こうした両者の事情が，カツオ漁業再開交渉にふみきらせるこ

とになった。再開交渉と併行して，沖縄県に沖縄海外漁業（株）が1983年８月に設立された。

資本金7,600万円の出資者は沖縄県が5,000万円，出漁者の集中していた宮古群島の自治体

が1,500万円，カツオ漁業船主13名が1,100万円である。出資構成でみてもカツオ漁業の就

業機会の確保ぅ失業対策といった性格をもっている。同社はNewBritainFishinglndust-

riesが使用していた母船を購入し，出漁漁船は当面８隻を予定している。漁獲高は従来10ケ

月操業であったのに対･し，１８ケ月継続操業で､19,500トンを見込んで､いる。１隻年平均1,625

トンと高水準の漁獲を見込んでいるが，これは漁船数が減少するので餌料不足が解消される

こと，完全周年操業を前提としている。漁業基地は餌料の豊富なKaviengに置き，冷凍漁

獲物はフイジーのPacificFishingCo.(PAFCO)へ輸出する計画である。1984年４月には現

地にPapuaNewGuineaTunaFisheriesPty.,Ltd､を設立した。資本金10万キナは沖縄海

外漁業が全額出資している。そして，同年５月にはOkinawanFisheriesProjectAgreeｍｅｎｔ

をＰＮＧ政府および沖縄海外漁業が締結し，いよいよ６月から出漁することになっている。

OkinawanFisheriesProjectAgreementの中で，ＰＮＧ政府はPapuaNewGuineaTuna

Fisheriesへの資本参加（49％まで）を明確にしているが，何より注目されるのは，輸出税

は従来の半額（ＦＯＢ価格の５％を2.5％に引下げる）とし，餌料.漁場代も１晩１隻40キナと

し従来のＦＯＢ価格の2.5％から大巾に引き下げる方針であることで､あろう。カツオ漁業不況

を前に，再建を最優先しなければならない状況がにじみでているといえよう。
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４．エビトロール漁業

ｌ）エビトロール漁業の開発経緯

ＰＮＧにおけるエビ漁業は，オーストラリア本土でのエビ漁業開発の一環として登場して

くる。オーストラリアでは，1947年にNewSouthWales州でエビ資源調査が始まり，１９５７

年になると世界的なエビ需要の高まりに刺激されてQueensland州東岸が次々と開発され，

1963年にはCarpentaria湾に及び，エビトロール漁業は急速な発展をとげてきた。日本企業

のオーストラリア本土進出は，1965年の水産庁による資源調査を受けて，1966年に試験操業

が始まり，1968年から1969年にかけて大手漁業会社。商社がNorthemTerritoryのＤａｒｗｉｎ

に４つの合弁会社を設立したのに始まる。日系企業によるインドネシアのIrian-Jaya水域

で､のエビトロール漁業試験は1969年に始まっていることからも，1960年代後半にはエビ需要

の増加に支えられて漁場開発が世界各地で進行していたことがわかる。

ＰＮＧでは，1955年にオーストラリア政府がPapua湾のエビ資源調査に着手し，１９６０．１９６２

年の調査ではOrangerie湾，ＹＵｌｅ島沖，Olokolo湾，Ｋｅｒｅｍａ湾からFreshwater湾にかけ

ての水域が有望であるとした。1967年になると，日豪合弁のSouthSeaFishingCo．（日

本近海捕鯨（株）とComexTradingCo.，Pty.，Ｌｔｄとの合弁会社で1966年９月設立）が母

船１隻，トロール船４隻でSemarai北方水域で初めて試験操業に入った。この試験操業は，

同海域は流木が多くエビ漁場として不適当であるとし，Carpentaria湾に漁場を移している。

その後，1969年から1970年にかけてカナダおよびクウェート系資本を中心に４社，２個人に

試‘験操業許可が与えられている。エビトロール漁船の増加に対し，地元小型漁船を保護する

ため一部沿岸水域は操業禁止区域とされた。これらのエビトロール漁業は，１０～３月の南東

モンスーン時期の休漁，漁船の老朽化と保守技術の不足などによって稼動率が低下しており，

1974年にはほとんど操業を停止していた。日本企業の試‘験操業は，1972年に始まり，1974年

には４社１５隻となったが，中心漁場であったＫｅｒｅｍａ沖の操業が日本企業に対してだけ禁止

されたこと，漁船規模が小さかったのでモンスーン期に休漁しなければならなかったことな

どのため休止に陥っている。

エビトロール漁業の不振を打開するためＰＮＧ側は，1975年２月になって各企業に商業的

漁業許可を与え，操業禁止区域も距岸30カイリまたは水深30フィート（尋）以浅であったの

を距岸３カイリに緩和した。漁業許可は全部で68隻に与えられたが，企業経営は５社，２６隻

で､うち日系企業３社には４隻づつ１２隻が割りあてられた。このうち実際に稼動したのはわず

か４隻で，いずれも日系企業の漁船であった。

エビトロール漁業の確立，発展にいたるまでの日系企業の動向をみると，試験操業期には

極洋５隻，報国水産４隻，大洋漁業（株）４隻，総武通商の子会社・足立開発（株）２隻の計１５

隻であった。1975年の商業的漁業許可によってこれら企業は現地法人に衣がえして，報国水

産はカツオ漁業を行っていたNewGuineaMarineProductsに，極洋は同じくカツオ漁業

を行っていたGollinKyokuyoに事業を引き継いだ。もっとも，NewGuineaMarinePro-

ductsは，1975年８月にカツオ漁業から撤退しているので，それ以降はエビトロール漁業専

業となっている。足立開発は，100％子会社のPacificSeafoodsPty.，Ltd・を設立し，大洋

漁業の技術指導のもとに操業した。
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1976年からエビトロール漁業が発展していくのは，漁況の好転，エビ価格の安定とともに，

漁船の大型化による周年操業の達成によっている。漁船規模は120～130トンから１５０トンへ

大型化し，日系企業３社12隻が全船稼動するようになった。この他に，地元漁民の小型船３

隻が３マイル水域内で操業していた。

1978年になってエビトロール漁業に新しい動きが生じてくる。同年２月にPacificSeafoods

とGulfMarinePty.,Ltd・がGulfSohbuFisheriesPty.，Ltd､を設立し，２隻で操業を始

めた。ＧｕｌｆMarineはTheGulfProvincialDevelopmentCorporationが設立した会社で、

あるので，エビトロール漁業で初めて地方政府機関の資本参加がみられたことになる。Gulf

SohbuFisheriesの授権資本金は10万キナでＧｕｌｆMarineが75％，PacificSeafoodsが25％

の出資となっている。役員構成からすればＧｕｌｆMarineの方が優勢であるが，実際の経営は

GulfSohbuFisheriesが主体となっている。すなわちGulfSohbuFisheriesの漁船はPacific

Seafoodsから購入し，船長以下幹部乗組員はPacificSeafoodsから派遣され，倉庫および

冷蔵庫はPacificSeafoodsのものを使用することになっているし，漁獲物の販売はその大

半をPacificSeafoodsに委託するといった経営協定，販売協定が両者間で結ばれているか

らである。1978年にはさらに，GollinKyokuyoがカツオ漁業から撤退しエビトロール船も

１隻削減している。そして，1980年１月には全額極洋出資のTropicalFisheriesに再編して

いく。また，1978年１月には北ボルネオでエビトロール漁業を行っていた北ボルネオ水産

(株）がＰＮＧへの進出のためパプア水産（株）を設立し，同年11月から試験操業を開始し，

1979年４月にはCentral州政府と合弁でPapuanFisheriesPty.,Ltd・を設立し，４隻を操

業させた。GulfSohbuFisheriesといい，PapuanFisheriesといい，地方政府との合弁に

より民間企業には禁止されている距岸３マイル以内の入漁権を確保したのである。

1982年に入って，TropicalFisheriesは重加算税問題によって，漁船の一部と冷蔵庫を

NewGuineaMarineProductsに売却して撤退し，PapuanFisheriesも経営難から操業を

中止した。PacificSeafoodsとNewGuineaMarineProductsは重加算税課税で､一切の資

産を差し押えられながら，再審理および裁判による決着まではその使用を認可してもらって

操業を継続している。この間，1980年６月にＰＮＧ政府機関によってPapuaNewGuinea

FishMarketingCorporationが設立され，水産物の第１位販売権を確保した。現地法人企

業が販売を通じて利益の不当操作をしていると判断した重加算税課税実施の前提となったも

のであるが，実績はロブスターの一部で行われているにすぎない，また'983年10月には，

GulfSohbuFisheriesの全株式がＧｕｌｆMarineに移譲され資本の完全現地化が達成された

が，経営実態の変革は今後の課題として残っている。

２）エビ漁業生産の動向

エビトロール漁業では季節的にロブスターも漁獲されるが，それらの漁獲高動向を表２に

示した。エビ漁獲高をみると，漁携時間と併行しており，必ずしも漁獲努力量あたりの漁獲

高は減少していない。これは，一つには漁場規制・隻数制限が効果をあげているためと思わ

れる。エビ漁獲量の推移は，1974年の大巾な漁獲規制で中絶した後，漁獲規制の緩和と大型

漁船による周年操業化で増加し，1979年から1,000トンを上まわる漁獲があげられるように

なった。しかし，それも1982年には一部企業の撤退で減少に転じている。一方，ロブスター
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表２．エビトロール漁業の漁獲高
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は'１､orres海峡からPapua湾への繁殖回遊時にエビトロールで､漁獲されるもので､，商業的に漁

獲されるのはPanulirusOrnatus一種に限られる。ロブスターの資源調査は1958年に開始さ

れ，1962年にYtIle島近海でも産卵群が発見されてYtIle島およびＤａｒｕ周辺で商業的漁業が

始まり，1963年頃からエビトロールでも漁獲されるようになった。ロブスターの漁獲高をみ

ると，ＤａｒｕおよびＹＵｌｅ島近海での漁獲は，現地人が夜間潜水して手で採捕するので漁獲高

は少ない。ロブスターの大部分はエビトロールによって漁獲されるが，漁獲変動は著しい。

これは，Torres海峡で､の漁獲強度と３～４年の回遊周期によるものと考えられている。１９７６

年にＰＮＧ政府がロブスターの漁獲規制，漁獲割当て方針を決め，資源保護および､住民保護

を打ち出したが，企業の反対にあって，実施は1978年にまで延期された。

漁船は大型船（長さ25ｍ以上）と小型船（長さ１４～18ｍ）とがあって，大型船は企業経

営によるもので，エアーブラスト冷凍装置を備えており，１日１．５トンの処理能力をもって

いる。船型は1975年から大型化した。各船とも12尋の網２ヶ統を有し，１航海が30～40日で

24時間操業である。根処地はいずれもPortMoresbyである。小型船は，個人経営によるも

ので一般に煮熟後ブライン冷凍を行う。８尋の網２統を有し，漁獲能力は大型船より低いが，

主に３マイル以内で操業するので漁獲努力量あたりの漁獲量は高い。

従業員の現地人化は，５年毎にその遂行がチェックされており，GulfSohbuFisheriesで

は1982年に総数38人のうちＰＮＧ人30人，日本人８人となっている。船の乗組員は１隻につ

き15人で，ＰＮＧ人は12人，日本人３人であるが，日本人は船長，機関士を占めている。New

GuineaMarineProductsでは１隻の乗組員は，1975年まで､日本人５人であったのに1976年

から３人，1982年から２人（船長と機関主任）に減少している。現在１隻に18人が乗組んで

いる。PacificSeafoodsでは１隻16人乗りで，1982年から日本人は３人から２人に減少して

いる。このように海上・陸上両部門で現地人化が進んでいるが，現地人化の進行は，経営面
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では労賃支出の減少＝経費節減につながるが，幹部船員の養成が充分進んでいない現状では

操業に支障をきたすおそれがでてきている。現地人従業者の中には，KaviengのNational

FisheriesCollegeやＬａｅにあるPapuaNewGuineaUniversityofTechnologyの水産学

科卒業生もみられるが定着率は必ずしも良いとはいえず，幹部船員の養成が遅れている。

操業規制は，小型漁船および､GulfSohbuFisheries以外は沿岸３マイル以内に入漁でき

ない。また，大型船はロブスターの漁期には，ＤａｒｕとYtlle島の５マイル以内には入漁できな

い。操業禁止区域の設定によって，地元漁業者および現地政府が出資した企業の保護，優先

性を確保しているのである。なお，網目規制は行われていない。近年の魚種別構成をみると，

BananaPrawnが過半数を占め，EndeavourおよびＴｉｇｅｒＰｒａｗｎを加えると９割以上とな

る。BananaPrawnは周年平均的に漁獲されるものの，１２～３月は南東モンスーンが卓越し

てくるとＫｅｒｅｍａ沖での操業が困難となることからBrackWood岬沖に漁場を移動させてい

く。８～11月はYtlle島付近でロブスターの盛漁期となる。エビトロール船でエビとロブス

ターとを混獲できるのはＰＮＧだけである。小型船３隻はOrangerie湾，Ytlle島沖，O1okolo

湾からFreshwater湾にかけて昼間だけ操業している。

BananaPrawn,Endeavour,ＴｉｇｅｒＰｒａｗｎの大部分は輸出向けであって，BananaPrawn

および､ＴｉｇｅｒＰｒａｗｎは日本に，Endeavourおよびロブスターは米国で､より価格条件がすぐ

れていることから，その方面に輸出されている。エビ，ロブスターともに船上で､処理，冷凍，

包装され，陸上での再処理は行わない。各企業はPortMoresbyに製品冷蔵庫をもっている。

ＰＮＧ独立以前はＰＮＧの許可船がCarpentaria湾およびIrian-Jayaの水域でも操業し，漁

獲物をＤａｒｕおよびPortMoresbyに水揚げしていたが，独立後はほとんどなくなっている。

ロブスターの等級分けと包装は陸上で行われる。混獲種や商品価値の低いものおよび混稚魚

は国内で販売されている。小型船の漁獲物は有頭のまま煮熟して国内消費にあてられる。

エビ漁業経営をGulfShobuFisheriesでみると，1978年の創業当初からトロール船は２

隻で，操業日数は５００日余であるが，漁獲高はlOO～200トンの範囲で大きく変動してい

る。販売先は魚とロブスターの一部がPortMoresbyのKokiMarketで販売されている。

一方，漁獲物のうちエビはほとんど全てが輸出され，しかも圧倒的に日本向けである。

Endeavourとロブスターの一部が米国に輸出されている。経営面では，創業以来日が浅いと

いうこともあって特殊な状況が反映されていて変動も激しい。すなわち，初期には大量の在

庫，漁場調査費，コミッション費用，資材・事務所確保のための出費が目立っている。その

後コミッション費用の低下，支出中最大の費目であった大洋漁業からの技術援助費の低下が

みられるものの燃油代はオイル・ショックによる価格高騰で急増し，経営を圧迫するように

なってきている。損益収支は，こうした創業初期の特別経費やオイル・ショックの影響の他

漁獲量および魚価水準，特に漁獲量に左右されている｡､漁獲量の多かった1980年を除いて，

大かれ少かれ赤字である。その他の企業では推測の域を出ないが，GulfSohbuFisheriesに

比べて開発投資が大きかったこと，漁場が３マイル以遠で漁獲能率が低いことといったハン

ディーがあり，近年経営状況が改善されているとはいえＰＮＧ政府の重加税に対して撤退あ

るいは再審理を要請する状況にある。

真珠養殖業に続いてカツオ－本釣り漁業が撤退した今，ＰＮＧの資本制漁業は，エビトロ
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－ル漁業だけとなってしまった。エビトロール漁業もカツオ漁業に比べれば資源的な制約も

あり，1,000トン前後が上限であろう。その輸出額は，カツオ・マグロが1,500～2,500万キ

ナであるのに対し，エビ・ロブスターは約600～700万キナにすぎない。エビトロール漁業従

事者も約２００人である。カツオ・マグロ漁業が国内漁獲能力を越える余剰分を外国漁船に入

漁させ入漁料を入手していることを考えると，エビトロール漁業の経済的価値ははるかに低

位である。それで､もなお，経済的後進性と混乱の渦中にあるＰＮＧにとってエビトロール漁

業は無視しえざる存在で､あり，貴重な外貨獲得手段あるいは就業機会を提供しているといえ

よう（表３)。

５．南太平洋諸国の資本制漁業と課題．

日本漁業における資本の海外進出は，高度経済成長以降開発輸入を目的として急速に伸長

してきた。そして資本進出は進出形態，進出地域，水産業種目などに変化を伴いながら1970

年代末まで増加傾向にあった。しかし，1980年代に入ると世界不況によって停滞ないしは部

分的な撤退へと転換してきている。こうした資本の海外進出は，先進諸国における水産物需要

の動向だけで､なく，進出先の資源状況や漁業発展，あるいは発展途上国の現地化政策によっ

て大きな影響を受けている。進出先が発展途上国であれば特に南北問題の視角なくして資本

進出の性格や動向を的確に把握することは困難となってきている。本論で述べたＰＮＧの資

本制漁業の展開過程を，南太平洋諸国で同じく日本資本の進出をみたフィジーとソロモン諸

島のカツオ・マグロ漁業の事例と比較検討しておこう。

南太平洋でのマグロ漁業は，1950年代に米国のマグロ缶詰需要の拡大に支えられて日本の

母船式，日本；米国の基地方式で開発されていく。フィジーでは1964年に基地マグロ漁業が
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着手されている。その操業形態は，日本商社が現地に冷蔵事業会社。PAFＣＯを設立し，日

本のマグロ漁船を組織して漁獲物を購入しアメリカン・サモアへ冷凍輸出するものであった。

フイジーへの漁業進出は，日本国内の漁業矛盾のはけ口を海外に求めようとする漁業者，水

産庁と水産物貿易への参入をめざす商社の合作であるが，この段階では英国の植民地であっ

たフイジーは，日本資本の進出，企業活動に対してほとんど規制措置をとっていない。その

後，日本漁船は資源の減少，漁獲不振，経営難に直面し，日本のサシミ需要が急速に拡大した

こともあって漁業基地を日本に転換したので，日本漁船にかわって低賃金で日本の中古船市

場でもあった韓国，台湾船が商社の仕込み金融によって誘置されていった。ところがマグロ

漁業は1970年代の初頭に米国のマグロ缶詰水銀中毒事件，ニクソン・ショック，オイル・シ

ョックによる市場の縮少，資源の減少，コストの上昇によって再び漁業経営が悪化し，漁業

生産は減退していった。その折，1970年に独立を達成したフイジーは経済開発の重要な柱と

してカツオ資源に注目している。この判断は，マグロ漁業は衰退期にあり，技術移転も行わ

れていなかったのに対･し，カツオ漁業は資源が豊かで輸出市場が拡大しているというUnited

NationsDevelopmentProgrammeの漁業調査に基いている。この漁業調査はフイジー近海

だけではなく南太平洋一帯で行われ，ＰＮＧ，ソロモン諸島も同時期にカツオ漁業開発にのり

だしている。フイジーのカツオ漁業開発政策はカツオ漁業の着手，付加価値生産の増大，現

地化政策から成っており，具体的には1975年に全額政府出資のカツオ漁業会社・IkaCorpo-

rationの設立，1974年にEAFCOの合弁化による缶詰・フィッシュ・ミール生産，1977年に

日本の製缶会社と合弁で空缶を製造するＦｉｊｉＣａｎＰｔｙ.,Ltd・を設立している。現地化政策は，

日本からのチャーター船を削減し，IkaCorporation自営船の増加，カツオ漁船の国内建

造，200カイリ漁業水域設定と水域内へのニュージーランドまき網漁船の誘置，従業員の現

地人化等で計画的に進められてきている。

ソロモン諸島では，フイジーでカツオ漁業調査の行われた1971年に日本の最大の漁業会社・

大洋漁業株式会社による試験操業が開始されている。1970年代初頭の南太平洋におけるカツオ

漁業開発は，米国の缶詰市場がマグロからカツオに転換していくのを背景に，米国はまき網

漁法のカツオへの適用，日本のカツオ－本釣り漁船の漁場拡大と併行して，日本商社や米国

パッカーは原料調達のため，大手水産会社は不採算化した既存漁業に代わるものとして南太

平洋諸国に基地カツオ漁業をおこしていったものである。1950年代以降のマグロ漁業開発が

資本進出側の一方的な論理によって遂行されたのに対し，1970年代には独立を目前にし，経

済の自立化をめざす南太平洋諸国はカツオ漁業開発に積極的に関与していった。このことは

1972年に大洋漁業とソロモン諸島政府との間で締結された合弁契約の中にも如実に反映して

いる。すなわち合弁会社・Solomon'maiyoCo.,Ltd，への政府出資は当初25％であるが，独

立が予定されている1978年までに49％まで高めることの他に，船籍の現地化，従業員の現地

人化のプログラムも組まれていた。そして独立を達成する1978年には，Solomon'1をｌｉｙｏへ

の政府出資比率を高めるとともに，200カイリ漁業水域を設定して資源の自主管理を明確に

し，水域内の外国漁船の入漁を規制しつつ，大洋漁業にまき網漁業試験を行わせ自主的な資

源開発をめざしている。さらに，Solomonmaiyoと合弁でカツオ漁業会社であるNational

FisheriesDevelopmentCo｡，Ltd・を設立して船籍の現地化，現地人乗組員の拡大をすすめ
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ている。現地化政策は，１０年間の合弁契約の更新にあたる1982年には一層強化され，政府出

資は50％となり，６年目からは51％，理事構成でも６年目からはソロモン諸島側のイニシア

ティブを明確にしている。

こうしてみてくると，南太平洋諸国の資本制漁業の展開は，フイジー，ソロモン諸島，

ＰＮＧのいずれの国をとってみても，カツオ漁業に限らずエビトロール漁業においても，極め

て類似の軌跡をたどっていることがわかる。そこでは1970年代の南太平洋諸国の独立を契機

に，新興漁業，水産加工業の育成と現地化政策が始まり，５年ないし10年きざみで現地化の

強力な推進が行われてきている。

しかし，近年資本制漁業の育成や現地化政策に対して新たな困難と課題がクローズアップ

されてきている。具体的には，(1)漁業経営・技術の自立化，(2)まき網漁業対応，(3)国内水産

物市場の開拓などがあげられる。

（１）これまでの漁業における現地化政策も経営の自立化を達成するまでに至っていない。現

地側の資本出資比率が増加してきたとはいえ，その出資は近代的貨幣資本ではなく種々な権

利，特典の賦与で代替されており，資本・資金の不足は内外からの資本・資金・技術援助を

不可欠とし経営の自立化と漁業発展をさまたげている。船籍の現地化が計画より常に遅れて

いるのはこの理由である。従業者の現地人化は著しく進展したが，いずれも単純労働部門の

それであって，漁携や経営の幹部・指導者は現地人の中から育成されてきていない。日本か

らの傭船に依存したり，外国人のエキスパートなしでは漁業生産や漁業経営が成りたたない

状況にある。資本の充実，高度技術者の育成を通して自立化を達成することが現地化政策最

大の課題となってきている。

（２）まき網漁業への対応も迫られている課題である。カツオのまき網漁業は，1970年代後半

から日本および米国が南太平洋へ進出し始め，1980年代には韓国，台湾がこれに続いている。

ＰＮＧ水域でのカツオ・マグロ漁獲高は，1981年は56,596トンでうち外国漁船の入漁による漁

獲高は32,567トンと過半を占めているが，そのうちまき網による漁獲高は14,938トンである。

ＰＮＧの国内生産量24,029トンに比べればまだ少ないが，まき網漁業の成長はめざましいもの

がある。まき網漁法は一本釣り漁法に比べはるかに生産性が高く魚価水準を引き下げる役割

を果しており，カツオ・マグロが国際商品であるかぎり，漁業競合，魚価競争で一本釣り漁

法に深刻な影響を及ぼしている。このためＰＮＧばかりでなく，フイジー，ソロモン諸島で

も試験操業を始めているが，まき網は資本規模が著しく高く，乗組員は少人数で，一本釣り

とは違った技術体系で運用されるため．，一本釣り漁業で､進めてきた就業機会の拡大，技術移

転といった従来の現地化政策よりははるかに困難を伴い，その意義役割は変質せざるを得ない。

（３）水産物市場は，従来，米国，日本およびＥＣ諸国といった先進諸国であって，南太平洋

諸国民の栄養向上にほとんど寄与することがなかったばかりか，先進諸国の市場動向に漁業生

産が左右され，命運が制せられてきた。海外市場についていえば，従来の固定的な輸出市場は

流動化しており，カツオなら日本，ＥＣ諸国，エビならオーストラリア市場が拡大基調にあ

り，PapuaNewGuineaFishMarketingCorporationがもつ第１位販売権の機能を強化

して多角的に輸出市場を開拓していくことが課題となっている。それと同時に，国内向け低価

格水産物加工により水産物輸入の代替＝外貨の節約や国民栄養の向上に資することが求めら
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れている。このことは，資本制漁業ばかりでなく小商品生産的漁業を育成，発展させる上で

も重要な課題といえる。
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